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1．はじめに
コミュニティ概念は，伝統的に社会学の基礎概念であるだけでなく，近年の社会・政治思想に
おける大きな争点の 1つを形成している（広井，2009；伊豫谷ほか，2013；船津・浅川，2014；
高田，2016）。グローバル化した現代社会を論じようとするとき，コミュニティは，保守主義，
伝統主義，自由主義，近代主義などのさまざまな主張がせめぎ合っている激しい論争の場（arena）
となっている。現代ヨーロッパを代表する社会学者であったバウマンは，コミュニティに対して
最も批評的な論者の一人であった。バウマンは，われわれの生きる後期近代を「液体的近代」と
し，近代前期の「固体的近代」と区別した上で，近年のコミュニティ対する人びとの熱望を，流
動化とノスタルジアの完璧な共存と評価している。グローバル・エリートの移動性とローカルな
場所を逃れられない人びとの悲惨さが分離され，ゲーティッド・コミュニティに閉じこもる人び
とと，ゲットーに取り残された人びとを生み出している。バウマンは，コミュニティが提示する
オルタナティヴは，コミュナルな楽園を基礎にした心地の良い幻想にすぎない場合が多いとして，
失われたコミュニティを求めることの危うさを指摘し，コミュニタリアン（共同体論者）と呼ば
れる立場への厳しい批判につながっている。しかし，バウマンですら，液状化する現代社会のな
かでコミュニティ（への帰属）が多くの人びとに求められていること，一方，既存のコミュニティ
に替わる何かをわれわれが提示できていないことを認めることになっている（バウマン，2001；
2007；2008）。
本稿は，主にローカルなレベルでのコミュニティを基盤とする環境ガバナンス形成の可能性を
検討するものである。後期近代，リスク社会，液体的近代，さまざまに語られる現代社会におい
て，コミュニティという存在，もしくは，コミュニティへの帰属が熱望される一方，新たな秩序
としてガバナンスの形成が課題となっている。ガバナンスは，多様で多元的な主体によって構成
され，互いを対等なものとして尊重しあうかたちでの関与や参加によって問題解決を図ろうとす
る社会の組織化のあり方ととらえられよう（ベビア，2013；松下，2002；松下編，2007；新川編，
2011）。ガバナンスにおいては，民主的な社会運営，さまざまレベルでの〈対話性・討議性〉が
重要な要件となる。それに対して，コミュニティにおいては，〈地域性〉をもとにした人間関係
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と社会組織が発達し〈共同性〉が生み出され，この〈共同性〉は，外部である「よそ者」に対す
る排他性，また，内部の成員に対しても抑圧性につながり，〈対話性・討議性〉を伴わない「暗
黙のルール」に基づいた運営となる傾向が懸念される。新たに求められているガバナンスの理念
と伝統的なコミュニティの実態が，矛盾・衝突してしまうことが危惧されている。
コミュニティを基盤とする環境ガバナンスを構想することは可能であろうか？コミュニティは
環境ガバナンスの「担い手」となりうるのであろうか？コミュニティが環境ガバナンスの「担い
手」と位置づけられるためには，ガバナンス的な理念と社会組織のあり方を受け入れる必要があ
るが，伝統的コミュニティの成員からの反発や抵抗が予想される。コミュニティの自律性・固有
性を尊重するのであれば，ガバナンス的な方向へ社会を動かそうとする側に妥協が求められるこ
とになるかもしれない。コミュニティとガバナンスの間を理論的，実践的にどのように関連づけ
ていけばよいのか？ 1つの回答として，主に社会学分野におけるコミュニティをめぐる議論を振
り返り（2節），そこで得られた知見をフィールドでの事例へ適用した上で（3節），コミュニティ
とガバナンスの関係について再検討を試みよう（4節）。
2．社会学におけるコミュニティ概念の位置
2.1．古典的コミュニティ論―二分法による社会認識
英語の「community」にはさまざまな訳語がある。「共同体」「共同態」「共同社会」「地域社会」
などである。翻訳書のなかで「社会」や「地域」と訳されている場合も，原語が「community」
であることも多い。日常語であると同時に専門用語でもあり，欧米の文化的伝統では，基本的に，
肯定的な価値付与がなされている用語である。
まず，辞書による定義を参照しておこう。
用語法は極めて多様。多くは，何らかの意味で共同生活を営む人びとの集まりをさすか，一定
の地理的範囲において成り立っている共同生活のシステムをさす。前者の場合には〈共同性〉が，
後者の場合には〈地域性〉が定義要件となり，どちらか一方または双方を要件とする場合がほと
んどである（宮島喬編，2003）。
コミュニティ概念の特徴は，第 1に，多義的であいまいさを含んだ用語であることである。第
2に，〈地域性〉と〈共同性〉がその概念定義の重要な要素となることである。
コミュニティは，社会学の成立期からの基礎的概念である。近代化が引き起こした社会変動・
社会秩序の揺らぎと不安への「問い」が社会学の出発点となっている。その「問い」は，一方で，
産業化・都市化によって生み出された近代社会としての新秩序の解明への意志であり，もう一方
で，旧来の失われつつある伝統社会としての旧秩序へのノスタルジアを底流としている。社会学
は，西欧における大きな転換―産業革命と民主主義革命―によって生じた諸問題を中心とし
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て確立された。例えば，コントは，近代に確立をみた市民の結社態としての社会（＝ societas）
に含まれる無秩序への危惧から共同態としての社会（＝ communitas） の再組織を主張した。「社
会学は，他のいかなる分野の学問にもまして，ヨーロッパ文化の伝統主義と近代主義の葛藤をひ
きうけ，この両者を分析的で解釈的な一組の諸概念のなかに変換させてきた」（ニスベット，
1977：8）のである。
ゲマインシャフトとゲゼルシャフト（テンニース），機械的連帯と有機的連帯（デュルケーム），
コミュニティとアソシエーション（マッキーバー），コミュニティとソサイエティ（シカゴ学派
社会学）……さまざま分割線を引くことによって社会を認識するという二分法の思考法は，社会
学の出発点に深く埋め込まれたものである。ノスタルジアの反映を否定することはできないが，
これらの概念化においては，実体概念というよりは類型的であることに注意を向けておきたい。
例えば，テンニースは，ゲマインシャフトとゲゼルシャフトという一対の概念を理念型として用
い，社会構成の二類型として識別したうえで，社会学的説明の基礎概念として用いたのである。
社会認識の二分法は，社会学に限定されず広く社会科学に共有されているものといえよう。コ
ミュニティに対するもう一方の項に，国家（政治学），市場（経済学）を置くことができる。コミュ
ニティの側に非合理性を割り当て，合理性を割り当てられる対立項が徐々に優勢を占めてゆく，
「機械的連帯に対する有機的連帯の優越」（デュルケーム）や「合理化」（ウェーバー）の進行が
近代化である。
2.2．コミュニティ研究の対象拡大―地域性の喪失と文化的転回
産業化，都市化，大衆化，消費社会化……社会学は，近代社会が生まれて以来の社会変動を見
つめてきたが，それはコミュニティ的なものの弱体化の過程として表現されてきたことが多い。
ここに，コミュニティという概念に疑念を持つことになる1つの要因がある。地域社会からコミュ
ニティが見失われていく一方で，1950 年代～ 1980 年代には，コミュニティという用語がさまざ
まな対象に適用されるようになってきた。シカゴ学派社会学を中心とする都市研究を起源とする
人種・民族による「エスニック・コミュニティ」の調査研究は第二次大戦前から連綿と続いてい
るが，〈地域性〉とは離れたさまざまな組織や集団のなかにコミュニティが発見されていった。
専門職などの「職業コミュニティ」，さらに，対面的な関係をともなわない「ネットワーク・コミュ
ニティ」へと対象が拡大された。
ホーソン実験における工場労働者のインフォーマル・グループの発見を前史として，地域社会
から解放された人びとが職業を通じて〈共同性〉をつくり出していることが発見されていった。
専門職・専門家という本来ならばコミュニティと対照的な対象に対して，コミュニティ概念が適
用された。医師，法律家，科学者などに対する「専門職の社会学」が展開され，一連の研究は，
専門職集団のなかの〈共同性〉を見いだすものであった。新しいメンバーに対して加入儀礼を有
し，秘儀的知識を独占することで権力を保ち，専門職の職務遂行にともなう不確実性やリスクを
共同体の内部で処理し対応する，そのような〈共同性〉が，本来はもっとも合理的であるべき専
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門的職業の営みのなかに発見されていった（野田，1990；1997；2005）。ゲマインシャフト的要
素とゲゼルシャフト的要素の両者の不可分性を示したともいえる。
一方，従来の〈地域性〉に基づくコミュニティ研究に対し，人類学を中心とするコミュニティ
論は「象徴的構造」のレベルへと研究の焦点を移した。アンソニー・コーエンは『コミュニティ
の象徴的構造』（Cohen，1985＝2005）のなかで，従来のコミュニティ研究が〈地域性〉に基づ
く社会的相互作用の形態を対象としていたのに対して，意味やアイデンティティの関心へと焦点
を移動させたと指摘している。コミュニティを象徴的な構造と解釈するコミュニティ論の「文化
的転回」と位置づけられよう（デランティ，2006）。
コミュニティ研究の「対象拡大」と「文化的転回」は，「コミュニティ・フラグメンテーション」
と評価されている（奥田，1999）。コミュニティ概念は〈地域性〉から解放され，実体としての
コミュニティは身近な世界から見失われて，拡散していった。〈地域性の喪失〉と〈文化的転回〉
の 2点が 1980 年代までのコミュニティ研究の―積極的，消極的両面をもつ―到達点であっ
たといえよう。
2.3．コミュニティの脱伝統化―統治手段化と準拠のコミュニティ
〈地域性〉から解放されたコミュニティ研究に，1990 年代に「揺り戻し」というべき動きが生
じてきた。政治・政策の領域で，コミュニティを地域に「埋め戻す」かたちで語る言説が盛んと
なり，その動きが現在も継続中であり，近年のコミュニティをめぐる論争につながっている。
ボランタリズムを強調し，慈善事業や自己組織化されたケアと結びつける政策形成におけるコ
ミュニティ言説が広まっている。アメリカのクリントン政権，イギリスのブレアの「第三の道」
スタイルの政治はその典型とされ，コミュニティの「統治手段化」と批判的にとらえる論者もあ
る。このようなあり方は「政策的コミュニティ」と名づけられるであろう。「社会関係資本」（social 
capital）をめぐる議論も同じ系統に位置づけられる。「コミュニティの崩壊」による人びとの間
の信頼やネットワークの弱体化を，「社会関係資本」の減少と位置づけ，コミュニティの再建を
図ることによって社会秩序を維持しようとする立場である。ギデンズが「今日，政治的スペクト
ルの左右両サイドに，社会解体への不安とコミュニティの復活への希求がみられる」（ギデンズ，
2002）と指摘しているように，グローバル化による社会解体への不安にともない，政治的立場を
超えて，コミュニティを復活・再生させようとする言説と政策が氾濫している。
グローバル化は，「文化的転回」をさらに押し進めようとする動きにもつながり，〈不確実性に
耐える力〉の重要性が多くの論者から指摘されてきている。伝統的共同体は，グローバル化のな
かではそのままの姿を保ち続けることができなくなっている。「ローカルな文化は，もはや世界
に対しておのれを閉ざしたそのままの状態で自文化を正当化することはできないし，そのように
して自文化を定義することも刷新することもできない」（ベック，2005：95）。再ローカル化は，
絶えざる脱ローカル化を通して行われてきた。「コミュニティは境界線の保持という形よりも，
帰属に対する積極的な探求の形で表現される傾向が強くなっている」（デランティ，2006：264）。
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後期近代社会のコミュニティは，構築主義的な意味において対話的なのである。このようなかた
ちの「準拠のコミュニティ」においては，討議や対話を通じて，コミュニティそのものが構築さ
れ，個人のアイデンティティが構築されていく。
3．コミュニティ基盤型 NPOの事例から
3.1．伝統的共同体と NPOの融合―多主体連携の核として
前節までの理論的検討をふまえてコミュニティと環境ガバナンスの関係性をより具体的に考え
てみたい。筆者は，滋賀県の琵琶湖流域において住民参加型の水環境保全に取り組んでいる認定
NPO法人「びわこ豊穣の郷」を調査してきた（野田，2007；2016，Noda, 2013；霜浦・山添・
塚本・野田，2002）。
「びわこ豊穣の郷」が主に活動している滋賀県守山市は，琵琶湖の東側に広がる湖東平野の南
に位置し，高度経済成長期に住宅開発と工場進出が進んだ「混住化地域」である（山添・霜浦・
塚本・野田，2003）。守山市とその周辺には，里川とも呼ばれる小さな河川が網の目のように流
れており，それらの小河川が流れ込む赤野井湾は，アオコの発生など琵琶湖のなかで最も水質対
策が強く求められている。「びわこ豊穣の郷」は，琵琶湖と流入河川の水質対策，また，ホタル
とシジミの復活に取り組み，「守山市立ほたるの森資料館」の指定管理者となり，3万人の観光
客が訪れる「守山ほたるパーク＆ウォーク」の実施の中心を担うなど滋賀県を代表する環境
NPOである。
「びわこ豊穣の郷」は，1996 年の設立当初は「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」であった。当初は，
行政からの補助金を受け，事務局も市役所職員が務めていた。赤野井湾流域の水質問題には個別
の自治会では対応できないために流域全体を覆う自治会に参加が呼びかけられたものであり，行
政側の意図と住民側の連携で発足したものである。鳥越皓之は，そのような形態を「連携型コミュ
ニティ」と名づけている（鳥越，2008）。複数の自治会の連携に，また，自治会と行政の連携によっ
て成立するものであり，多くは地方自治体からの支援を受けたものである。その意味では，前節
までで検討してきた「政策的コミュニティ」ないし「統治手段化」の一端を担っている。当初 5
年間という約束の期間を経て，補助金は打ち切られることとなり，行政からの自立を求めて
NPO法人格を 2004 年に取得した。この間に，当初は自治会役員層を中心とする会員が，より多
様なメンバー（転入層，女性，学生など）を受け入れるようになっている。
「びわこ豊穣の郷」は，指定管理者などの委託事業を引き受けるなど行政との間にパートナー
シップを形成してきた。毎年恒例となっている「ほたるパーク＆ウォーク」の事務局を引き受け
ることによって，商工会や地元の町内会など多様な主体と継続的な連携をつくり出している。行
政には担うことの難しい役割であり，地域社会において多主体連携の核となり，環境ガバナンス
形成において重要な役割を果たしているといえよう（野田，2007）。
現時点において，NPOと自治会・町内会の連携の積み重ねに，今後の地域社会レベルでの環
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境ガバナンス形成の可能性を探りたい。〈対話性・討議性〉を伝統に組み込むこと，そのために，
NPOと自治会・町内会，現代的なものと伝統的なものとの間での対話と連携の経験を地域社会
の中に積み重ねていくことが必要であり，びわこ豊穣の郷はその先進事例である。
NPO，特に，法人格を取得した NPOは，公開の総会や会計報告などのかたちで外部に対する
説明責任を義務づけられた現代的な（ゲゼルシャフト的な）法人組織である。一方，集落や自治
会・町内会は，伝統的な社会組織と道徳意識を保持した（ゲマインシャフト的な）「伝統的共同体」
である。また，NPO法人格取得した場合，公開の総会や会計報告など外部に対する説明責任が
生じる。「びわこ豊穣の郷」のような地域環境保全に取り組む NPOを「コミュニティ基盤型
NPO」と位置づけたい。そこに，〈地域性〉と〈討議性〉の両立，ガバナンスとコミュニティの
融合の可能性を見いだしたい。
3.2．2つの解釈―伝統的共同体か，準拠のコミュニティか？
伝統的共同体と NPOの融合がどのようになされているといえるのか，もう少し慎重に検討を
進めてみたい。NPOの会員のインタビューを検討するが，2通りの解釈を試みてみたい。
NPOの会員の方と世間話になると次のような言葉を何度も耳にしている。
「うちの集落は中世から続いていますから……」
「集落」とは，滋賀県では，「ザイショ」と呼ばれることも多い伝統的な地域単位を意味し，多
くの場合，自治会・町内会を構成している。集落は，農業水利の共同管理の単位でもあり，農業
用水路でもある小河川の管理を実質的に担ってきた地域住民組織に重なる。NPOの会員の熱意
の底に伝統的共同体である歴史的な集落に暮らしていることへの誇りに気づかされる。
別の会員は，インタビューのなかで次のように語っている。
「きれいな川環境にするのがいちばんやと思うのね。……何でも大切なことは実践することで
すわ。ボランティアというのは実践ですやん。……おおもとは奉仕をさせてもらうという実践で
すわ。もちろんそれは自分のためでもあるし，まわりのお人のためにお役に立つようにという気
持ちもあって，それは混在しているわけですわ。」
ローカルな伝統的共同体のなかで育まれてきた地域を支える伝統的な「道徳意識」が表明され
ている。働き盛りの時期は地域での活動ができなかったが，定年後の時期に地域への恩返しをし
たいと考えている人びとが，NPOで活発に活動しようとしている。その思いやエネルギーが
NPOの活動を支えていると地域で調査をして実感させられる。地域住民は，集落という伝統的
共同体のなかで暮らしながら，なおかつ，現代的な NPOにも参加しているのである。
ここまでが 1つの解釈である。伝統的共同体の住民であることを「実体」として，NPOの会
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員であることが二次的なものであるかのようである。
もう 1つ別の解釈が可能である。そもそもこれらの言葉は，筆者の側が用意した質問に対する
直接的な答え―いわゆるインタビュー形式のものではない。問わず語りの自然な流れの中での
会話である。
現代社会において，人びとのアイデンティティは，不安定で流動的なものになってきている。
人びとは，数多くの帰属の可能性をもっている。家庭人として，職業人として，地域共同体の成
員として，NPOの会員として，ひとりの人のなかに多様な顔が存在する。NPOの会員であるこ
とと，伝統的共同体の成員であることの間に上記のようなアイデンティティの再構築に関わる言
葉が漏れてきたのでなかろうか。上記の言葉は，アイデンティティの表明なのではないだろうか？
単純化すれば，自治会・町内会は，全員加入を原則とし，NPOへの入会は，本人の選択による。
NPOの会員となることは，本人の選択にかかわることであり，全員参加を原則とする自治会に
比べて，はるかに帰属感とアイデンティティに関わる。逆説的であるが，伝統的共同体である自
治会への参加そのものにはアイデンティティの承認機能は認められない。
不安定な世界の中で帰属の経験は，対話的なものにならざるをえない。帰属は，討議的に構成
されるものとなってきた。「準拠のコミュニティ」はアイデンティティの抗争の場である。ギデ
ンズは，「解放のポリティクスからライフ・ポリティクスへ」と指摘しているが，まさに，ライフ・
ポリティクスが闘われる場がコミュニティである。彼／彼女たちは環境 NPOに帰属するという
経験に解釈を施し，その解釈を更新し続けているといえよう。
バウマンは，アイデンティティとコミュニティの関係を描くために，「準拠のコミュニティ」
に立ち寄る自己，寄港地ごとに，自らの資格をチェックしてもらい，承認してもらうという比喩
で説明している。アイデンティティは，次の寄港地に立ち寄るたびに，過去が検証し直され，再
評価されると指摘している（バウマン，2007）。
4．考察―コミュニティと環境ガバナンス
ここまでをふり返って，論点を整理しながら，コミュニティと環境ガバナンスをめぐる議論を
進めていこう。
第 1に，コミュニティ論が「二分法」を前提としていることに改めて注意を向け，その意味を
見直しておこう。コミュニティの対立項には，国家，市場，システムなどが配置されるが，その
境界そのものが常に変容し続けているということである。コミュニティは消滅するわけではなく，
現実の社会関係は，ゲマインシャフト的要素とゲゼルシャフト的要素の入り交じったものとして
現れる。例えば，「びわこ豊穣の郷」は伝統的共同体と NPOの特質を持ち合わせており，そのよ
うな両面性，両義性をもつ存在として環境ガバナンスの「担い手」としての可能性が期待される。
ただし，そこには後述するように多くの課題が伴われている。
第 2に，コミュニティは「二分法」のあり方に関わって変容してきた。後期近代社会において，
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コミュニティは，〈地域性〉を喪失し，意味やアイデンティティの水準で論じられる「準拠のコミュ
ニティ」として理解される。「政策的コミュニティ」として統治手段として利用され，「地域」に
埋め戻されようともしているが，人びとは，複数のコミュニティに属しながら，自らの「帰属」
を選択し，コミュニティはアイデンティティ構築の場となっていることを，フィールドでの「語
り」を解釈する方向性として示した。
第 3に，後期近代，グローバル化，液体的近代のなかで変容した後の脱伝統的コミュニティ
―準拠のコミュニティ―を再認識し，環境ガバナンスとコミュニティの関係性を実践的に捉
え直していかなければならない。個人が，コミュニティへの参加（帰属，準拠）を「選択」する
なかで，アイデンティティの承認が試みられ，コミュニティの内部には多様なメンバーが多様な
形で帰属している。例えば，NPOの会員となるとことは，同時に，アイデンティティをめぐる
選択としても捉えておかなければならない。同質性・共通性を基本的な前提とする伝統的共同体
ではなく，脱伝統的コミュニティは流動的であり，〈対話性・討議性〉が求められ，ガバナンス
的な運営において，柔軟な試行錯誤や模索を通じた多様なレベルでの問い直し―個人のレベル
でも組織のレベルでも―が継続的に求められることになろう。
地域の水環境問題などのローカルな課題解決に取り組む社会組織は，地域での対面的なネット
ワークを発展させた延長上に構想するほかはないであろう。伝統的な地域共同体は消滅するわけ
ではないが，脱ローカル化と再ローカル化の間で構築され続けているものとして捉え直さなけれ
ばならない。「準拠のコミュニティ」としての「コミュニティ基盤型NPO」や「協議型コミュニティ」
は，それらが「選択」の対象とされているという意味で，地域社会のメンバーにとって重要な位
置を占めよう。ガバナンス的理念の単純な適用によって制度的手続きとして説明責任を果たすこ
とではなく，アイデンティティに関わる再帰的な構築過程としての〈対話性・討議性〉によって，
環境ガバナンスと接続される形でコミュニティのあり方も再編成され続けていくのではなかろう
か。
おわりに，ローカルなレベルでの環境ガバナンス形成と環境 NPOの関係において予想される
実践的課題について検討しておこう。「コミュニティ基盤型 NPO」や「協議型コミュニティ」に
対しては，行政の下請けから脱しえないのではないかという危惧を免れない。前稿（野田，
2016）で示した通り，「びわこ豊穣の郷」に関しても，設立から約 20 年，「第Ⅰ期：設立・整備期」
「第Ⅱ期：成長・定着期」を経て，「第Ⅲ期：成熟・転換期」を迎え，社会運動性と事業性をめぐっ
て組織としての方向性の模索が進んでいる（山添・塚本・霜浦・野田，2017）。各地の同様の取
り組みも，同様の成熟や転換，停滞や模索の時期を迎えている。
スコッチポルによるアメリカ社会に対する「メンバーなき政策提言」（スコッチポル，2007）
という評価に対応して，ペッカネンは，日本の市民社会が「政策提言なきメンバー達」（members 
without advocates）によって構成されていると評価している（ペッカネン，2008）。アメリカの
市民社会組織で働く専門職員のほうが多く，かつ，団体の規模も大きい。メディアを通して，活
動し，効果的に調査研究を発表し，国家レベルでの政策形成に影響を与えている。それに対して，
コミュニティを基盤とする環境ガバナンスの可能性
－ 111 －
日本には団体（自治会，老人会など）のネットワークによって構成された市民社会がある。その
ネットワークの存在によって，専門職化した政策提言共同体を維持することなしに社会関係資本
と効率的な統治が支えられているとの評価である。非寛容的な規制と財政収入の面から，大規模
化・専門（職）化は厳しい。「びわこ豊穣の郷」の事例にもペッカネンの指摘はほぼ当てはまる。
コミュニティを基盤とする小規模な NPOが財政面で安定的に成長できるよう，寄付制度などで
国レベルの制度改革が期待される一方，会員を増やすなどより地域に密着したかたちで，ローカ
ルレベルでの政策提言を含めて政策的な影響力を増していくことが期待される。
現状の日本の行財政制度においては限界を有するが，地域社会が「環境 NPO」という制度的
枠組みを消化・吸収し，一方，「環境 NPO」という現代的な制度・組織が，地域社会のなかで〈準
拠のコミュニティ〉としても再構成されていくプロセスにおいて，今後の環境ガバナンス形成の
可能性を探ることになろう。
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